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                          内部質保証委員会 



 

はじめに 

 

 

大学進学率が 6 割を超え、学生も大学も多様化している現代の大学で、どう学ぶかが問

われる中、濱中淳子は「アウェイの世界に飛び込む」と「教員の活用」という 2 つのキー

ワードを学び方の指針として掲げている。大学は、そのような機会と環境を整えて、学生

の学びの質を保証していくことが求められている。 

本学は次の 100 年の事業継続を目指して、教学体制を整え、学生の成長と発達を実質

化・顕在化する取り組みを進めている。2024 年度の取り組みを振り返り、改善点を洗い出

した結果を、本報告書にまとめた。点検・評価報告をベースに、改善が継続的に行われ、

変化していく社会に対応することが、本報告の目的である。 

2027 年に第 4 期大学認証評価を受審することを念頭において、評価の視点を網羅して記

述するように配慮した。本学が、学生と教職員双方にとって、学びの喜びと将来の糧を得

る場となることが最終的な目標である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          2025 年 6 月 18 日 

                             内部質保証委員会 

 



１ 内部質保証 

 

・現 状 

 
 

内部質保証体制の組織を図式化した。現状では、内部質保証委員会から各学部・研究科

作業部会および大学共通作業部会に年度末に当該年度の報告を求めた上で、次年度初頭に

ピアレヴュー形式を媒介して、内部質保証委員会からのフィードバックを行った上で、大

学運営会議に上申する。 

大学基準協会の認証評価における指摘事項については、今年度 7 月に改善報告書を提出

した。今後も指摘事項いついては対応を継続していく。教育研究上の情報、財務、自己点

検・評価報告書等の情報を公開している。改善報告書に対して指摘された、組織的な教育

課程の編成、教育方法の運用については調整をしていく。 

 

・課 題 

学習成果の可視化については、全学教務委員会において推進過程にありその支援をして



いく。内部質保証システムの整備や機能については、さらに充実が必要である。大学レベ

ル・学位レベル・授業レベルでの点検・評価の報告・フィードバック及びそれに基づく各

活動の改善・向上が有効に機能するように整備していく。妥当性向上のために、学生の意

見をどのように反映させるかを検討していく。また、学生の学習実態・成果の社会への公

表手段についてもさらに充実できるようにしていく。 

 

-外国語学部： 学生アンケートや個別指導を通じて、学生の意見を取り入れている。自己

点検・自己評価については、策定した学部 PDCA を元にピアレビューを実施している。 

-経営学部： 年度当初に教授会で学部長が、当年度の目標と達成指標を示している。 

-人間学部： 学科毎の自己点検、自己評価（PDCA）と次年度の Plan を、とりまとめを

期末に行っている。外部評価委員会から助言を得ている。大学基準協会からの中間報告を

おこない評価を受けた。指摘事項は運営委員会や各委員会に於いて協議、検討を重ね改善

に取り組んでいる。自己点検・自己評価については、作業部会においてピアレビューを実

施し、その結果を内部質保証委員会で協議した。教育課程の編成・実施方針の問題、学習

成果の把握、評価の問題について改善が必要。SLF 委員会に於いて学生主体の大学改善を

実施するため「学生の意見や外部の視点を取り入れているか」に対応している。課題は実

行委員メンバーの確保と定着化である。 

-保健医療技術学部： 各学科で会議を開催し実施している。学生による授業評価を行い授

業内容の改善に利用している。自己点検評価委員会による学生へのヒアリングを実施して

いる。理学療法学科・作業療法学科については一般社団法人リハビリテーション教育評価

機構による認証評価を 5 年に 1 度受けている。指摘事項についてほとんど改善されていな

い。 

-外国語学研究科： 教育の向上と学習成果の向上については研究科委員会で実施してい

る。学生アンケートや個別指導を通じて、学生の意見を取り入れている。学習成果の把握

と評価についてさらなる改善が必要である。 

-経営学研究科： 年度末に研究科委員長が大学院事務局と共同で自己点検・評価を行な

い，運営協議会，研究科委員会にて結果報告し，改善・向上につなげている。修了時に

「教育評価アンケート」を実施し，学生の意見を改善・向上につなげている。外部評価懇

談会での外部評価委員の助言を改善・向上に反映させている。大学基準協会による認証評

価の審査結果で指摘された事項については，該当する各種委員会にて対応を検討し，運営

協議会，研究科委員会にて改善案を審議した。 

-人間学研究科： 大学院運営協議会においてコース毎の自己点検、自己評価を期末に行っ

ている。外部評価委員会から助言を得て検討をおこなった。FD 研修会において、院生か

らの声（現状と課題）を聴取（動画作成）し、その情報を基に研究科委員会のこれからを

検討した。大学基準協会からの指摘を受け、教育課程の体系化（ナンバリング及びカリキ

ュラムマップの作成）、特定課題の研究成果を認める制度を廃止し修了要件から当該審査を



削除。修士論文を修了要件とした。院生の受け入れ方針改善のため３ポリシーを新たに策

定した。教育課程の編成・実施方針の問題、学習成果の把握、評価の問題について改善が

課題である。 

-保健医療科学研究科： 教育の充実と学習成果の向上については、研究科委員会で審議し

ている。本研究科は「チ－ム医療」や「災害医療」の現場でも活躍できる人材を養成する

ことを目標としていることが特色である。 

-看護学研究科： 教育の充実と学習成果の向上については研究科委員会で審議している。

看護学科と合同の教員研修会を年１回以上は開催している。 

 

 

２ 研究組織 

 

・現 状 

教育研究組織の適切な構成については、大学の理念・目的に基づき、学部・研究科、附

置研究所、センターの設置を行っている。2024 年 4 月には、産学官連携および知財管理を

包括する研究支援センターを設置し、総合研究所の直下に組織した。従来、総合研究所は

学部間共同研究の支援および紀要の出版が主な業務であったが、新たな研究支援センター

の設置により、学部・研究科を横断する研究支援の体制を強化した。運営に関しては、総

合研究所長を中心とした学術振興委員会が研究運営や倫理評価を担当し、研究支援センタ

ーが研究支援業務を担う。根拠資料として、大学運営会議資料が挙げられる。 

教育研究組織に関する点検・評価は、学術振興委員会を中心に定期的に実施される。例

えば、共同研究費の配分については、学部長の裁量に委ねられていたが、2024 年度より、

科研費や受託研究における評価を厳密に審査し、その結果をもとに配分額を決定する方式

へと変更した。また、科研費申請において A 判定を受けたものは、共同研究費の申請に活

用できるルールを設定し、研究推進の透明性と公平性を向上させた。根拠資料として、

2023 年度研究推進・支援ワーキングチーム報告書および共同研究費申請書がある。 

点検・評価の結果を活用し、教育研究組織の改善・向上を図る取り組みとして、2024 年

度より領域横断型研究支援の一環として大学間共同研究費を積極的に活用している。具体

的には、東京電機大学との連携研究 2 件に研究費を拠出し、研究の発展を促進した。さら

に、研究倫理教育の充実を図るため、2024 年度には研究不正事案を取り上げた FD を実施

し、教職員の意識向上を図った。加えて、学部紀要のオープンソース化とリポジトリ化を

行い、研究成果の発信力を向上させた。これらの取り組みの根拠資料として、2024 年度の

総合研究所紀要、研究倫理に関する FD 発表資料、文京学院大学リポジトリ規程がある。 

 

・長所・特色 

 組織的な研究支援の強化として、本学の研究支援センターの設置により、学部・研究科



を横断した研究支援体制が確立された。従来の総合研究所の枠組みを超え、産学官連携や

知財管理を含めた包括的な研究推進が可能となり、研究環境の向上が期待される。 

2024 年度の審査方法の変更により、科研費申請の評価を共同研究費の審査に反映する制

度を導入した。これにより、研究資金の配分がより公正かつ透明なものとなり、研究活動

の質の向上が期待される。また、学部紀要のオープンソース化・リポジトリ化により、研

究成果の国内外への発信が容易になった。これにより、大学の研究力の可視化が進み、学

術的な貢献度の向上が見込まれる。 

 

・課 題 

研究支援センターの設立は大きな前進であるが、その運用を定着させるためには、各学

部・研究科との連携強化が必要である。また、産学官連携の促進には、外部機関とのネッ

トワーク構築や研究成果の活用戦略の明確化が求められる。 

科研費の審査基準と共同研究費の配分基準の連携を強化したものの、今後はその運用結

果を分析し、さらに最適な配分モデルの確立が必要である。また、研究費の申請手続きの

簡素化やサポート体制の強化も課題となる。また、研究倫理教育の充実を図る取り組みは

行われているが、より実効性のある教育プログラムの開発が求められる。特に、若手研究

者への倫理教育の強化が重要であり、具体的な研修プログラムの策定が課題である。 

今後は、研究支援センターを中心に、研究支援の充実を図りながら、学際的研究や産学

官連携研究のさらなる推進を目指す。また、研究費配分の最適化に向けた運用の見直しを

継続的に行い、公平かつ効果的な研究支援体制を構築していく。さらに、研究成果の発信

力強化のため、オープンアクセスの推進を継続し、研究倫理教育の体系化にも取り組んで

いく予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 教育・学習 

・現 状 

 



-外国語学部： 英語基礎科目の授業形態に関しては、CASEC スコアを元にした英語力に

応じたクラス分けを行っている。各授業のフィードバック方法や成績評価の基準に関して

は、シラバスにその旨を明記している。 

-経営学部： 毎年学生に配布する履修要項に、AP と CP ならびに、それを達成する学修

方法について記載している。また、カリキュラムツリーも記載されており、経営学士とし

て必要な科目が選定されている。英語など習熟度別に学修した方が効果的である科目につ

いては、習熟度別クラスを導入している。 

-人間学部： 多様なメディアを通した授業について内規を全学で実施している。内規に沿

って、各学部、申請のあった授業について教務委員会で審議し実施している。ICT 利用に

よる授業科目の実質的な検証を実施する必要がある。１年次の基礎学力テストの結果に基

づき、一部授業においてクラス分けを行っている。また、多様なメディアを通した授業に

ついて充実かつ適切な運用、ICT による遠隔授業の促進について検討していく。 

-保健医療技術学部： 4 学科とも指定規則に則ったカリキュラムであり、カリキュラム改

編を行うたびに文部科学省および厚生労働省の基準に沿っていることの確認を受けてい

る。4 学科とも、国家試験合格を目指した学科であり、国家試験合格のためには今後もさ

まざまな工夫が必要である。 

-外国語学研究科： 学習成果の検討は研究科委員会で協議を行い、決定している。研究科

要覧に AP や CP を記載し周知している。本研究科は４つの異なるカテゴリーを設置して

いるが、「アカデミック・ライティング」を必修科目とすることで学術的な英語を学ぶ機

会を提供、英語力を活かして専門科目を深く学ぶカリキュラム編成を行っている。 

-経営学研究科： DP はシラバスに掲載されている。社会人学生の希望に応じてオンライ

ン授業も認められている。修了時に「教育評価アンケート」を実施し，学生の意見を改

善・向上につなげている。外部評価懇談会での外部評価委員の助言を改善・向上に反映さ

せている。コース別専門領域別の履修系統図（カリキュラムツリー/カリキュラムマップ）

とナンバリングの整備が課題である。 

人間学研究科： 2023 年度に３ポリシーAP・CP・DP の見直しを図り、2024 年度より

HP、履修要項等で公表している。教育課程の編成及び実施に関する基本的な考え方を示す

ため、カリキュラムマップ・ナンバリング等の「教育課程の体系」を協議、作成し履修要

項に明記した。第５回研究科委員会に於いて、長期履修生度の導入が承認された。社会人

に対する受験者の増加、在籍期間の緩和、社会人院生への在籍期間の配慮している。ICT

利用による授業科目はなく実質的な検証がない。教育課程の編成及び実施に関する基本的

な考え方を示すため、カリキュラムマップ・ナンバリング等の「教育課程の体系」を協

議、作成し履修要項に明記した。それを年度初期４月の履修ガイダンスにて各専攻、コー

スの有する学位授与方針、資格等を中心に口頭にて履修指導と絡め説明を行っている。研

究科委員会において修了要件を見直し、特定課題の制度の廃止を決定し、修了要件を修士

論文のみをした。 



-保健医療科学研究科： 教育課程および内容、教育方法の検討は、研究科委員会で協議の

上決定している。 

-看護学研究科： 教育課程および内容、教育方法の検討は研究科委員会で審議・協議して

いる。臨床現場の状況を考慮して、秋季入学を実施して、春季・秋季の入学者の学習過程

に配慮したカリキュラムを編成していることが特色である。 

 

 

４ 学生の受け入れ 

 

・現 状 

 

 

大学としてのポリシーを始め、学部・学科ごとに明確に定めホームページで公開してい

る。全学の入試を司る組織として「全学入試委員会」を設け、事務局には「入試広報セン

ター」を設置して公正な入試を実施している。また、選抜に当たっては、学部・学科ごと

に組織された「入試委員会」にて原案を作成し、教授会で承認するプロセスを踏み、公正

な選抜を実施している。 

志願者のための専用サイト（受験生サイト）を開設しわかりやすい情報提供に努めてい

る。全学的組織である「学生募集戦略会議」を毎月 1 回実施し、課題などを適切に把握し

ている。 

 

・課 題 

特別な配慮を必要とする学生の要望については出来る限り応えるよう努力はしている



が、私学である本学には施設整備等の限界もあり、検討すべき課題も多々ある。 

 

-外国語学部： 定員充足を継続的に満たす策をさらに練る必要がある。そのための策とし

て、2025 年度は広報・募集戦略委員会を新設して検討を始めるとともに、オープンキャン

パスをはじめとする広報活動の見直しや、併設校との連携強化を行う予定である。 

-経営学部： 学生の受け入れについては、入試委員会で審議し、教授会で最終承認を行っ

ている。 

-人間学部： 学位課程ごと、各学科ごとに設定しホームページや学生募集要項等で示して

いる。合否の判定から決定までのフローができている。職員二人体制での評価表等の書類

のチェック、判定会議、教授会での承認の上、役職者（入試マネジャー、学部長、学長）

の最終決裁を得ている。入試広報、入試グループで管理し、合否判定等でも確認をしてい

る。また状況に応じて追加の入試の実施をし、2025 年に向けては、新しい入試方法の導

入、受験しやすい工夫を取り入れている。また、オープンキャンパスについても、昨年度

の反省も踏まえ、新しい層の獲得のための工夫を取り入れている。学生募集全体について

は入試委員会、学生募集戦略会議等で定期的に点検、評価がされている。 

 2024 年度においては、定員未充足への対応として、併願での 10 月総合の実施等がされ

た。2025 年に向けては、学部の特徴として年内で決定する者が多いことから９月総合（専

願）について、部活や遠方であってオープンキャンパス等に参加できない高校生が受験し

やすい入試方法の工夫、新しい入試方法の導入、オープンキャンパスの日程の変更等が予

定されている。入学定員に対する入学者数比率が低い。収容定員に対する在籍学生数率が

低い。定員管理を徹底する必要がある。オープンキャンパスの改善、入試方法の改善によ

り入学者の増加を図る。2024 年度における 2025 年度入学試験結果は、児童発達学科が 19

名増、人間福祉学科が 15 名増となった。継続して入学者の増加を図っていく。 

-保健医療技術学部： 学生の受け入れ方針や適性な定員確保については、各学科学科会議

にて検討・対策を取っている。学生受け入れの点検評価は、各学科及び入試委員会にて取

り組んでいる（OC の改善、入試科目の変更、推薦入試の評定の変更等）。作業療法学科、

臨床検査学科については定員を下回っている。今後の 18 歳人口減少に対応する戦略が課

題である。 

-外国語学研究科： 収容人数に対する在籍学生数の比率が低い。定員充足を満たす策をさ

らに練る必要がある。その策として随時オンライン相談会を実施している。2023 年度から

は文京祭での大学院イベント、2024 年度からは英語教育研修会を開催している。2025 年

度は研究科 20 周年であることから、他の行事も検討中である。 

-経営学研究科： 学生の受け入れについては入試委員会，合否判定会議にて合格者を確定

し，研究科委員会にて審議承認する。学業優秀な学生（GPA3.0 以上）は、大学を 3 年間

で卒業し大学院に内部進学が可能という「飛び級制度」を設けている。海外提携校からの

推薦入学者の受け入れのために秋入学の制度化を検討中である。 



-人間学研究科： 収容定員に対する在籍学生数比率が低いため、定員充足のための策を練

る必要がある。ホームページでの情報発信に取り組み、定員管理の改善策が見られるが、

依然として収容定員に対する在籍学生数比率は低い。ストレートマスターの増加、留学生

の受け入れ体制の確立、科目等履修生から正規院生への誘い、聴講生への門戸拡大と受け

入れ推進などの具体的な方策が必要である。 

-保健医療科学研究科： 入学者選抜制度および運営体制の検討は、研究科委員会で協議

し、承認の上実施している。社会人大学院生が学ぶ機会を得やすいように、2026 年度入試

より、社会人については入試制度を変更することを、2024 年度中に決定した。 

-看護学研究科： 入学者選抜制度および運営体制の検討は、研究科委員会で審議して入学

者の決定等を行っている。 

 

５ 教員・教員組織 

 

・現 状 

 



教員の責任は 文京学院大学教員倫理綱領に明示されている。 

教育研究上の基礎的な情報として専任教員数（2024 年 5 月 1 日）は公開されており a)、

大学設置基準別表第一を満たしている。2024 年度 PDCA に各大学院研究科の教員数が記

載されており、それらは大学院設置基準を満たしている。教員人事は 学部専任教員人事委

員会規程、教授会規程、および研究科委員会規程に基づいて、大学の教育研究の目的に適

う構成となるように行われている。 

各教員の授業科目・時間は、文京学院大学 教員評価実施規程に基づくティーチング・

ポートフォリオをもとにした教員自己評価と部会評価の中で把握・管理されている。ま

た、文京学院大学専任教員給与規定により、責任コマ数を超える授業に対してはオーバー

タイム手当が支給されている。教職協働推進について、2024 年度第 4 回大学運営会議にお

いて課題と目標が報告され b)、同第 16 回大学運営会議において取組が報告された。 

TA･SA の運用を 文京学院大学ティーチングアシスタントの受入れに関する規程に基づ

いて実施している。また、教員の募集･採用･昇任は 教員選考基準に基づき、またテニュア

移行は 学校法人文京学院における無期雇用契約への転換に関する規程に基づいて実施して

いる。教育の質向上を図るために、文京学院大学ＦＤ・ＳＤ規程と 内部質保証委員会規

程に基づいた、FD が全学、各学部、各研究科で実施されている。また、学長裁量経費規

程に基づく支援により、教員の新たな取り組みが促進されている。 

研究推進のために、文京学院大学総合研究所規程、研究助成基本規程等に基づいて、個

人研究費助成、学会出席等助成、共同研究助成、在外研究員助成、特別研究者助成が行わ

れている。大学の中期計画に掲げられた未来像に向かう活動が 文京学院大学 教員評価実

施規程に基づくティーチング・ポートフォリオをもとにした教員自己評価と部会評価の中

で把握・管理され、教員の意欲を高めている。当教員組織部会の PDCA によって現状と課

題の把握が定期的に行われ、教員組織の改善が図られている 

 

・長所・特色 

 学長裁量経費規程 e)に基づいて、教育改革に特化した取り組みの計画について例年 4 月

に募集、5 月（および 7 月）に採択決定発表、翌年度 5 月に採択されたテーマについて報

告発表、9 月に優れた取り組みへの顕彰 h)が行われ、教育改革の推進力となっている。 

 

・課 題 

 基幹教員、クロスアポイントメントの運用は 2026 年度ヒューマン･データサイエンス学

部開設に合わせて開始するように準備を進めている。具体的な運用について、今後、議論

を要する。教職協働について教員・職員全体にわたる役割分担、協働と連携をうたった規

定・宣言は見当たらない。また、教員と職員それぞれの職務規定の中で、双方の関係を明

示した記述がない。専任教員の年齢構成（令和 6 年 5 月 1 日現在）a)は、全国私立大学に

比べて 50 歳以下の比率が 3～4 ポイント低く、50 歳代が 10 ポイント高いことが 2024 年



度教育研究組織 PDCA で示されている。今後、若手教員の採用を意識していくことが望ま

れる。 

学習サポートセンター規程の中に、研修に係る記載がない。先輩学生が後輩の学習活動

をサポートする仕組みの経営学部 B-GR (Bunkyo Grit and Resilience)における SA 研修の

状況が未調査である。 

 

-外国語学部： 共同研究発表および学長裁量経費での研究および成果発表、定期的な FD

を教授会後に開催している。2025 年 8 月に「第 2 回 文京学院大学大学院 英語教育研修

会」に共催として加わることになった。専任教員だけでなく非常勤講師も研究発表ができ

る場を用意している。所属教員が一人しかいないコースにおいて、その教員が新学部へ異

動することが決まっており、コース再編などの対応が必要である。 

-経営学部： 関連する規程に基づき実施している。教員人事委員会、人事教授会の審議を

経て決定している。 

-人間学部： 現代における社会的課題を踏まえ FD 研修会を実施している。具体的な内容

として「AI と人との関係 Chat GPT」「AI ワークショップ Notebook LM」を実施。教員の

教育能力向上のために「ティーチング・ポートフォリオの実践」として人間学部が主体と

なり全学 FD 研修会をオンラインで実施した（2024 年 9 月 13 日 招聘講師：大阪公立大

学工業高等専門学校 北野健一教授）。本郷およびふじみ野両キャンパスに置け得る社会

連携体制を推進。生涯学習・リカレント教育の全学的な推進した（公開講座 41 講座）。教

員評価（教育・研究・学内貢献・学外貢献）のうち教育と学内貢献についての貢献度パラ

メーターの数値化が課題である。 

-保健医療技術学部： 教員編成に関する検討は各規程に基づき教員人事委員会、人事教授

会の審議を経て決定している。学部として FD を行っているが、十分ではないかもしれな

い。チェック項目自体の見直しは十分におこなえているとは言えない。理学療法士・作業

療法士については、一般社団法人リハビリテーション教育評価機構による認証評価におい

て、担当授業時間数の過多が指摘されており、大学として対応していくことが課題であ

る。 

-外国語学研究科： 教員組織の編成については教員人事規定に基づいて実施している。新

学部へ異動する教員がいるため、教育カテゴリー再編などの対応が必要である。 

-経営学研究科： TA が制度化されていない。教員の採用は，規程に基づき人事委員会に

て審査，研究科委員会にて審議承認される。 

-人間学研究科： 研究支援センターを設置し、研究推進・支援を実施するため、それを担

う枠組みを改組した（2024 年度から）。研究紀要の規定を改定し、機関リポジトリ化に関

わる規定を策定（2024 年度から）した。共同研究費の新基準（2025 年度の採用から開始

予定）を設定した。私立改革総合支援事業における研究基盤・研究支援体制の強化を進行

中である。人間学研究科ＦＤ研修会の実施（地域におけるリカレント教育と大学院の役割



2024 年 11 月 13 日）した。リカレント教育及び企業・自治体との研究推進、現職者を TA

とするシステムの構築、TA 指導補助者の研修・研修マニュアル・管理システム未整備な

どが今後の課題である。 

-保健医療科学研究科： 教員組織の編成方針については、人事規程に基づいて実施してい

る。しかしながら、研究活動の向上につながるような対応を大学全体として組織的に実施

しているとは言いがたい。また、教員組織にかかわる事項の組織的点検は十分とは言えな

い。本研究科の教員の定年後不補充があり、研究領域の縮小が危惧されることが課題であ

る。 

-看護学研究科： 教員組織の編成については人事規定に基づいて実施している。学部看護

学科の教員数を考慮しても教員の教育研究活動の改善には至っていないことが課題であ

る。 

 

６ 学生支援 

・現 状 

 



学生委員会を構成する教職員が、毎月 1 回 Teams 会議で定期的に、学生支援の体制およ

び適切な実施に関する状況・点検と評価・改善の取り組みをおこなっている 

 

・長所・特色 

 保健・医療・福祉他、専門的な知識・能力や経験を有する教員が在籍しているため、学

生生活における学生支援について随時相談することができる。 

 

・課 題 

 「障害のある学生支援」や「ハラスメントに関する相談」については、専任の教職員が

いなく兼任の教職員で対応している。そのため複数の業務の合間に対応せざるを得ず、円

滑な問題解決には時間を要していることが現状の課題（問題点）である。 

 

-外国語学部： 全学年の全学生対象に個別面談を年に２度実施している。キャリアガイダ

ンスをはじめとする各種イベントを実施している。 

-経営学部： 学生支援センター、学習支援センター、教務委員会、学生委員会が中心とな

って対応している。 

-人間学部： ふじみ野キャンパス学生委員会にて審議・報告し、人間学部の各学科にて実

践される。問題・課題等については、ふじみ野キャンパスにて審議され、4 学部学生委員

会へ問題提起を行い改善を図っている。年度初めのオリエンテーション期間に奨学金情報

の収集、整理、発信を行った。家計急変の可能性がある学生についてクラスアドバイザー

が学生支援グループにつなぎ具体性を整えている。12 月に学生支援連絡委員会を実施。合

理的配慮の具体的な事例を共有した。困難を抱える学生に対してクラスアドバイザー制度

を利用し毎年前期に個別面談を実施。退学率低下に貢献できるよう配慮している。 

 30Ｋウォーク等のイベントの精査や、学生生活アンケートなどの見直しを検討し実現さ

せた。卒業アルバムの見直しや新入生特別研修の見直しについても、ふじみ野キャンパス

が率先して問題提起している。学生が大学生活を楽しみ意欲的に学修できるためにも、学

生委員会は主体となり学生生活の活性化を図っていくこと、新入生研修コーディネーター

の育成が必要である。クラブ・サークル活動の活性化のために入部促進、学生自治会、あ

やめ祭実行委員、SLF 委員等への参画学生の増加が求められる。 

-保健医療技術学部： 学生支援センター、学習支援センター、教務委員会、学生委員会が

中心となって対応している。4 学科ともほとんどの科目が必修科目であり、学生は授業の

ためにほぼ当該キャンパスに登校してきている。そのため、学生間の交流は比較的スムー

スである。また、学内の通信環境は良好で特に問題はない。教育内容に応じてオンライン

を有効に利用している。 

-外国語学研究科： 2024 年度より研究科研究員の制度が始まった。当該年度に研究科研

究員になった修了生は、2025 年度 4 月より大阪の大学で専任職に就いた。2025 年 8 月に



開催される「第２回文京学院大学外国語学研究科 英語教育研修会」では、在籍院生が研

究発表を行う。大学院生の研究成果や教育成果を広報に繋げ、募集戦略とする手立てが必

要である。 

-人間学研究科： 車椅子及び介助者を必要とする学生に対して、合理的配慮に基づいて対

応した。心理学専攻・臨床心理学コースについて、臨床心理相談センターの運営で院生の

研修会を実施した（各月・研修内容：医療心理学、事例検討、精神科病院での臨床、トラ

ウマのカウンセリング、WISC の解釈等）。相談センター紀要への投稿推進、積極的な学会

参加への勧誘をおこなった。臨床心理相談センターのケース担当、面接（インテーク）、

心理検査の実施、研究活動に忙殺されるため、人間関係の構築やストレス解消のために

も、大学院生における正課外活動は充実に課題がある。今年度の大学「あやめ祭」におい

て中国人留学生の院生による「中華製造」というブースを展開し、これは院生生活を活性

化する試みであったと評価できる。大学院生に対する部活動・ボランティア活動等の正課

外における学生の活動への支援など、必要に応じた支援の充実は、研究活動におけるメン

タルヘルス領域において重要であり課題である。外国籍院生に対する語学サポートシステ

ムの構築も課題と言える。 

-保健医療科学研究科： 学生支援については、その都度必要に応じて研究科委員会で検討

し実施している。個別の案件については、特別研究担当教員が窓口となって対応してい

る。 

-看護学研究科： 特別研究の主指導者決定までは、入学に際し関わった教員を主担当とし

て学生の支援を行っている。長期履修制度を設けており、就労状況に応じて対応してい

る。また長期履修を希望していても、２年間での修了を希望した学生には意向に応じた対

応をしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７ 教育研究等環境 

 

・現 状 

 
 

教育学習向上に向けて、視聴覚設備については本郷キャンパスゼミ室、講義室を、ふじ

み野キャンパスでは実習室等の更新を実施した。ICT 環境整備として、学内の PC アクセ

スポイントの増強で快適な通信環境が整ったことに伴い、ネットワーク機器の更新も行っ

た。また、BYOD 対応の一環として、持ち込んだ PC やスマートフォンなどから直接学内

のプリンタに出力できる「Web プリントサービス」を開始した。図書館は教育環境施設と

して、これまで機関リポジトリの構築と電子図書館化への対応を継続的に実施してきてお

り、次年度より運用を開始することになった。 

教員および学生の研究遂行にあたり、必要に応じて各学部の倫理委員会の審査を受審す

ることが求められている。 

 

・課 題 

 大学共通データ管理運営および倫理審査については、さらなる整備が必要である。教育

研究環境に関する取り組みについては、学校法人文京学院評議会や内部質委員会の教育環



境部会において PDCA 形式で点検評価をおこないそれぞれ公表しているものの、これらの

結果を効果的な取り組みに十分に繋げられているとは言えない。 

 

 

８ 社会連携・社会貢献 

 

・現 状 

 

 

 社会連携研究所運営委員会を定期的に開催し、各学部ならびに地域貢献関連センターの

活動を集約するもとともに、その情報を各学部で共有している。また年度末に個人・学生

の社会連携・貢献活動の参加についてアンケート調査を実施することで全学的な取り組み

状況を把握している。文京区及びふじみ野市と包括連携協定を結び、地域貢献活動にさま

ざま取り組んでいる。特にふじみ野キャンパスでは、多くの教員がふじみ野市の審議会等

委員に就任するとともに、商店街や自治会の活性化、福祉施設等への学生ボランティア、

文化振興や文化クラブの地域移行、環境保護など、地域課題解決のための様々な連携事業

に取り組み、自治体から高く評価されている。また地元企業等との連携にも力を入れ、今

年度までに 14 の企業等と包括協定を締結している。 

 

・長所・特色 

 本郷キャンパスのまちづくり研究センター・デザインシンキングセンター、ふじみ野キ

ャンパスのまちづくり研究センター(まちラボふじみ野)・地域連携センター・保育実践研

究センター・心理臨床福祉センターといった組織のもとで多様な社会貢献活動が展開され

ている点があげられる。例えば、まちラボふじみ野の活動は、その実践が文化協会主催の

「文化フォーラム」でも取り上げられるなど地域からの評価も高い。 

 

・課 題 

 一部の教員に活動が集中する傾向がある。教員の社会連携活動への参加率(特に本郷キャ

ンパス)を上げる必要がある。また学生の参加も同様で、参加する学生を増やしていくこと



が課題である。社会貢献活動は学生の学びと成長に有益である。新年度より人間学部でボ

ランティアの単位化を実施することで、活性化を図りたい。 

 

-外国語学部： 2025 年 8 月に開催される「第２回文京学院大学外国語学研究科 英語教育

研修会」は、併設校のみならず、近隣の小中学校や高等学校との連携も視野に入れたプロ

グラムとなっている。 

-経営学部： 社会連携推進室が中心となって対応している。 

-人間学部： ふじみ野市との講座（子ども大学・市民大学・家庭教育セミナー）３件を実

施した。2024 年度の新規締結：（株）日本環境マネジメント、（株）NTT DX パートナ

ー、（株）タニタヘルスリンクとの共同研究の可能性をもった。PDCA サイクルに則った

自己点検評価報告を行い、活動の改善・向上に取り組んだ。「体制整備」「社会連携・社会

貢献」「教育研究促進・人財育成」「情報公開」の柱に基づき達成度を検証した。総合企画

室との連携として情報提供（プレスリリース）を実施し、社会連携研究所による社会人教

育プログラム（地域の防災・地域医療福祉、経済活性化を支える人材の育成全教員に対す

る担当可否の調査）の実施に向けふじみ野市と協議を始めた。 

 人間学部の教員及び学生の社会連携社会活動の参画数や公開講座の開催数が増加した。

自治体、産業界との包括連携協定数の増加（日本環境マネジメント株式会社＜ふじみ野ス

テラウェスト、イースト指定管理＞、アゼリーグループ）した。産業界・地方自治体等と

連携した生涯学習・リカレント教育の推進、履修証明プログラムの実施、教育訓練給付制

度講座の検討、社会連携推進室の職員体制の充実を課題とする。 

-保健医療技術学部： 社会連携推進室、社会貢献ボランティア委員会が中心となって対応

している。 

-外国語学研究科： 2025 年 8 月に開催される「第２回文京学院大学外国語学研究科 英語

教育研修会」は、併設校のみならず、近隣の小中学校や高等学校との連携も視野に入れた

プログラムとなっている。英語教育カテゴリー以外のカテゴリーについても、同様のプロ

グラムを企画・実施する必要がある。 

-経営学研究科： コンテンツ産業の発展に貢献する人材の育成を目的として 4 月にアニメ

制作会社と包括連携協定を締結の予定である。これによりアニメ制作会社におけるインタ

ーンシップ，アニメ業界への就職支援が可能となる。 

-人間学研究科： 2024 年度に（株）日本環境マネジメント、（株）NTT DX パートナー、

（株）タニタヘルスリンクとの協定を新規に締結した。総合企画室との連携として情報提

供（プレスリリース）を実施した。社会連携研究所による社会人教育プログラム（地域の

防災・地域医療福祉、経済活性化を支える人材の育成全教員に対する担当可否の調査）の

実施に向けふじみ野市と協議を始めた。長期履修生度の導入は 2025 年度より適用され

た。大学院生の在籍期間の延長による終了体制の緩和、社会人大学院生の入学促進、新規

入学希望者への門戸の拡大の試みをおこなった。産業界・地方自治体等との連携による生



涯学習・リカレント教育の推進、履修証明プログラムの実施、教育訓練給付制度講座の検

討が課題である。 

-保健医療科学研究科： 本研究科の教員はすべて保健医療技術学部所属の教員であること

から、社会連携推進室および社会貢献ボランティア委員会が中心となって対応している。 

-看護学研究科： 実習施設などの医療機関からの院生受け入れが少ないため、2025 年度

からオープン授業とする科目や特別セミナーを設けている。 

 

 

９ 大学運営 

・現 状 

 



 大学における戦略企画委員会において、2024 年度に大学の中期計画である「B’s ビジョ

ン 2029」（2025～2029 年の 5 年間）を策定した。当該方針は学院創立 100 周年記念事業

において、学長より内外に発表するとともに、2024 年度の教職員研修会（9 月、12 月）

においても学長および副学長より教職員に説明を行い、浸透を図っている。また、2025 年

度事業計画書に同計画を記載し、2025 年 3 月理事会・評議員会において承認を受けてい

る。同計画書は 2025 年 6 月にホームページに情報公開する予定である。大学運営に関し

ては、学則に定めた内容に則って運営を行っている。学長等の役職者に関しては第 4 条

に、大学の重要事項を審議する機関として「大学運営会議」を第 4 章（第 5 条・6 条・7

条）にて規定し、「教授会」は第 5 章（第 8 条・9 条・10 条）で規定し、それぞれこれら

に則って運営をしている。審議内容は、議事録を作成し、適正な手続きの元開催してい

る。 

 法人組織の意思決定については、令和 5 年度私学法改正に伴う「学校法人文京学院寄附

行為（令和 7 年４月 1 日施行」において、役員（理事、監事）、評議員、会計監査人等の

選任機関、職務、運営に関わる必要な事項を定めている。当該規程の他、「学校法人文京

学院理事会運営規則」においては、理事会の役割、体制を明確にし、運営に必要な事項を

定めており、「学校法人文京学院監事監査等職務規則」においては、監事の役割、権限を

明確にし、監事による監査が適正かつ有効に行われために必要な事項を定めている。その

他、学内の業務分掌・権限については、法人本部については「本部業務分掌規程」にて、

本法人が設置する各学校の事務組織については、「設置学校の業務分掌規程」において定

めている。 

 本学の予算編成・決定にあたっては、「予算委員会」規程に従い運営している。予算編成

にあたっては、法人事務局より年度の支出額目標を提示し、各設置校・キャンパスは活動

単位の予算を申請する。目標を超過する設置校・キャンパスについては、予算委員会の前

に、事前説明を行い支出の妥当性に必要な経費となっているかを精査した上で、予算委員

会で審議する。予算委員会で承認された支出予算については、理事会・評議員会にて、資

金収支予算、事業活動収支予算として審議・承認される。期中の予算と実績の管理につい

ては、2022 年度より導入した会計システムにより、各部局の発生源で申請した予算に対す

る期中の利用実績は、リアルタイムで対比が可能であり、予算を超過する場合にはアラー

トが出る機能により、適正な管理の仕組みを構築している。 

 本学の事務組織は、教学組織（４学部 10 学科 5 研究科）を支える｢大学事務局｣と、管

理機能を担う｢法人事務局｣で構成されている。｢大学事務局｣には、企画、入試広報、教

学、学生、研究、社会貢献を支援する複数の組織で構成されており、｢法人事務局｣は、総

務、人事、経理部、企画、施設等の管理・企画全般における体制が確立されている。人員

構成については、教学における業務の多様化が進みつつあり、また入試時期、決算期等の

繁閑も踏まえて、業務の一部に派遣事務職員や臨時職員の雇用も活用しながら、専任職員

の業務能力向上を軸に、大学に対する適正な運営支援体制を確保している。教職協働につ



いては、全学委員会においては教員のみならず関連部署の職員も委員となって大学運営に

関する意見交換を行っている。さらに、特に教学関連事務分野において、新規の事案が発

生した場合は、教学・事務組織を横断的に一体化させた｢プロジェクト別の委員会｣を別途

設置している。 

 専門的な知識及び技能を有する職員の育成としては、高等教育分野に特化した E-ラーニ

ングを全職員に提供しており、年間において視聴可能としている。また、特に高度な専門

知識を有する業務分野として情報システム及び施設（建築）が該当するが、当該分野につ

いては専門業種で経験を積んだ転職者を採用することにより、専門的な知識を即戦力とし

て対応可能な人材配置を行っている。 

 職員の採用については、雇用形態に応じて、各種の任用規程が整備されており、適正な

運用が図られている。採用時にまず６ヶ月を試用期間として設定、試用期間を終了し職員

として適当と認められた場合にはこれを正式に採用している（試用期間は勤続年数に加

算）。その上で試用期間を含めた３年間を特別任用期間とし、期限を区切った雇用を行って

いる。この期間内に、後述の人事考課による評価結果が積み上げられ、特別任用期間終了

前に、再度審査を行い、任期のない雇用契約への移行可否を決定する仕組みとなってい

る。職員の業務評価については、まず毎年各職員から自己申告書及び職階層別の評価表を

提出させて、上司と面談のうえ、人事考課を行っている。人事考課の流れは直属の上司

（マネジャー＝課長級)、さらにその上の上司(センター長＝部長級)、さらにその上の上司

（ディレクター＝局長級）の３者が目を通し指導していく体制である。この人事考課結果

（含む育成目標）及び内外環境変化他諸事情や各部署からの要望も踏まえて、最終的に

は、法人事務局人事担当で調整し適材・適所の配置を行っている。昇格審査についても同

様に人事考課による評価結果を土台として、各事務局管理者の意見等も踏まえて決定され

ており、厳正に運営されている。 

 教職員の SD については、「ＳＤにおける全学的実施方針・実施計画」に基づき、教職員

が、自立的かつ定期的に自己の教育研究活動や業務を見直すことによって、教職員自身の

意識改革を促すとともに、本学の教育研究活動や業務等の活性化とレベルの向上を図るこ

とを目的として、年１回の全学 FD 研修会および年２回の教職員研修会（９・12 月）を実

施している。加えて、職員向け研修としては、階層別に、以下の研修を実施している。①

新卒（内定者）内定者研修、②新入職員研修会（年数回開催）：入職後数ヶ月経過後の事

務職員全員が参加、③管理職研修会（年１回開催）：管理職事務職員全員、理事長、学院

長が参加、④教職員研修会（年３回開催）：専任教職員全員、理事長、学院長が参加、⑤

教職員全員：オンデマンド教材 e-JINZAI（高等教育基礎研修／スペシャリスト／ジェネラ

リスト、⑥初任管理職研修会：オンデマンド教材の視聴 

 監事による監査については、学校法人文京学院寄附行為（第 5 章監事）および「学校法

人文京学院監事監査等職務規則」に基づき監事態勢を整備している。。監事は、理事会に出

席し理事の執行状況を監督するとともに、稟議書の閲覧、教職員との面談ヒアリングを定



例化している。また、監査室および公認会計士との連携を図り、監事、監査室、会計監査

人の三つの「三様監査」体制が有機的に機能し、本学のガバナンス向上に資するものとな

っている。 

 学則第 2 条にて「自己点検」を実施することを定め、それを担う組織として「内部質保

証委員会」を設置し、その詳細は「内部質保証委員会規程」にて定めている。原則として

月 1 回開催し、21 の作業部会がそれぞれ自己点検を行なう。またその内容を年 1 回「外部

評価懇談会」の場で外部評価委員による評価を受け、それを内部質保証委員会が点検・評

価し大学運営委員会に諮る。その内容は、本学ホームページにて公表し、改善すべき点は

適切な処置を行ない、その内容もホームページで公表している。自己点検において改善す

べき点や取り組むべき内容が明確になった場合は、各担当部門が実際の改善改革に取り組

むことになっている。その取り組み内容は、年に 1 回「自己点検報告書」としてまとめ、

ＨＰにて公開をしている。各部会においては、これらの毎年の活動をＰＤＣＡにまとめ、

毎年ローリングで絶え間ない改善・改革を継続している。 

 

・課 題 

 「B’s ビジョン 2029」においては、建学の精神「自立と共生」のもと、中期ミッション

とミッションを掲げ、具体的な実行施策を掲げているところであるが、これら施策の具体

的な計画および実施組織については、明確になっていない。中期目標を実施するにあたっ

ては、教職の実施組織を明確にし、年度の計画に落とす必要がある。 

 

10 財 務 

 

・現 状 

 

 

 大学における戦略企画委員会において、2024 年度に大学の中期計画である「B’s ビジョ

ン 2029」（2025～2029 年の 5 年間）を策定した。当該計画に基づき、入学者数に一定の

前提を置いて予測の上、財務シミュレーションを実施し、財務関係比率に関する目標を設

定し、中期財務計画（2025～2029 年度）を作成した。 

 本学の財務関係比率は、経常収入に占める学生生徒納付金は 78.1%（2023）[73.5%]、



支出としては人件費比率 60.5％（2023）[50.9%]、教育研究経費比率 35.5％（2023）

[36.1%]、管理経費比率 12.4%(2023)[8.5%]であり、医歯薬を除く全国の大学法人の平均

値（[]内数値）と比べ、人件費比率が高く、教育研究経費比率および管理経費は高くなっ

ている。2023 年度は、外国語学部および人間学部において入学定員未充足となり、学生生

徒納付金比率が低下したため、予算編成においては、支出予算の抑制を図り、事業活動収

支差額比率-7.6%(2023)に抑制した。貸借対照表関係比率のうち、純資産構成比率（自己

資金構成比率）93.6%(2023)[88.3%]及び流動比率 279.7%(2023)[263.2%]は令和 4 年度医

歯薬を除く全国の大学法人の平均値（[]内数値）を上回る良好な数値で推移している。加

えて、積立率（要積立額に対する金融資産の充足率）は 65.38％(2023)[78.2%]であり、良

好な水準を維持していることから、教育研究活動を安定して遂行するために必要な財政基

盤を確立しているといえる。 

 2022 年度より収益事業（不動産賃貸）を開始し、非学納金収入の増強に取り組んでい

る。収益事業については、一般の企業会計原則に従い、学校会計と区分した経理処理を行

い公表しており、収支の状況を明らかにしている。2023 年度決算において、収益事業会計

から学校会計に組み入れた寄付金は約 103.6 百万円であり、その他の非学納金収入である

寄付金 43.8 百万円、付随事業収入 87.5 百万円も合わせると、学校法人の事業活動収入

(8,368.9 百万円）の 2.8％を占める。 

 

・課 題 

 2021 年度の新型コロナウイルス感染症の影響もあり、2022 年度より志願者数が減少

し、入学定員未充足により、事業活動収支計算書における基本金組入前当年度収支差額が

支出超過となり、評価時点（2024 年度末）においても、支出超過が拡大している。中長期

的に財務基盤安定化のためには、定員確保および支出抑制、非学納金収入の増加が必須で

ある。定員確保のためには、募集強化、教学における学部改革の検討を重ね、定員確保に

努めることとしているが、入学定員確保については、大学の学部を中心とした改革、募集

戦略の強化を教職協働で強力に推し進めていく必要がある。 

 


